
 

令和８年度  就学援助費制度のお知らせ  

 
１  就学援助費制度とは  

経済的な理由によって義務教育を受けさせることが困難な保護者の方に、学用品費や通学

用品費など学校にかかる費用を一部援助する制度です。  

２  援助の対象者  

  山田町内に住所を有する児童生徒の保護者で、次のいずれかに該当する方。  

（１）生活保護を受けている方（要保護者）  

（２）次のいずれかに当てはまる方で、生活保護を受けている方に準ずる程度に生活困窮し

ていると認められる方  

（※③～⑦、⑫に該当する場合は証明書類（原本写し）の添付が必要）  

   ①生活保護の停止又は廃止  

   ②町民税が世帯全員非課税又は減免されている  

   ③個人事業税又は固定資産税が減免されている  

   ④国民年金の掛金が減免されている  

   ⑤国民健康保険税が減免されている  

   ⑥児童扶養手当を受けている  

   ⑦生活福祉資金による貸付を受けている  

   ⑧失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登録日雇労働者  

   ⑨職業が不安定で、生活状態が悪いと認められる  

   ⑩ PTA 会費、学級費等の学校納付金の減免が行われている  

   ⑪世帯総所得額が生活保護における生活扶助費基準額の 1.3 倍以下  

   ⑫東日本大震災に被災し、援助が必要と認定された方  
 

３  援助内容  

（１）生活保護を受けている方  

   ①修学旅行費    ②医療費 （ ※ １ ）  

（２）生活保護を受けている方に準ずる程度に生活困窮していると認められる方  

   ①修学旅行費    ②医療費 （ ※ １ ）    ③学用品費    ④通学用品費  

⑤校外活動費     ⑥新入学児童生徒学用品費   ⑦卒業アルバム代 

（※１）対象となる疾病   ・トラコーマ及び結膜炎    ・白癬、疥癬及び膿痂疹    ・中耳炎 

・慢性副鼻腔炎及びアデノイド ・寄生虫病（虫卵保有を含む） ・う歯 

４ 支給額（令和８年度予定） 
 

生活保護を受けている方 

費目 金額 

修学旅行費 実費 

医療費 １０割 
  
 

 



生活保護を受けている方に準ずる程度に生活困窮していると認められる方  
費目 小学校 中学校 備考 

修学旅行費 実費 実費  

医療費 ３割 ３割  

学用品費 11,630円 22,730円  

通学用品費 2,270円 2,270円 ２学年以上が対象 

校外活動費（泊無） 1,600円 2,310円 活動に必要な交通費、見学料 

（上限額） 校外活動費（泊有） 3,690円 6,210円 

新入学児童生徒学用品費 57,060円 63,000円 １学年の４月認定者のみ支給対象 

卒業アルバム代 11,000円 10,000円  

 

５ 申請方法 

（１）提出書類 （申請書は、お子様が在学する学校から受け取ってください。） 

   ① 令和８年度就学援助費受給申請書（兼委任状） 

   ② ①に必要な添付書類（国民健康保険税の減免通知書、り災証明書の写しや通帳写し等） 
 

（２）提出先  お子様が在学する学校に提出してください。 

   ※お子様が別々の学校（小学校と中学校等）に在学する場合は、小学校から申請書を受け取り、必要事項を記入のうえ、小

学校へ提出してください。 

   ※新入学生徒（新中学 1 年生）分については、在学する小学校へ提出してください。 

６ 申請に関する注意事項 

（１）昨年度認定された方も、引き続き援助を希望される場合には申請が必要です。 

（２）就学援助入学前支給の認定を受けたお子様がいる世帯については申請不要です。 

（３）就学援助申請後に、転居・転出した場合は、学校教育課までご連絡ください。 

（４）申請書に記入いただいた内容が事実と異なるときは、認定審査によらず援助の対象となりません。 
 

７ よくある質問 
 

 Q 世帯総所得額が生活扶助費基準額の 1.3 倍以下であるかどうか、事前に教えてほしい。 

 A 事前にお答えすることはできません。以下、表（世帯合計所得額の目安）を参考にしてください。 

申請を希望するが自身の所得合計金額が分からない方については、まずは申請をすることをお勧めします。 
 

   表（世帯合計所得額の目安） 

世帯人数 家族構成（例） 控除後の世帯合計所得額 

３人 父（41）、母（36）、子（10） 約２４０万円 

４人 父（41）、母（36）、子（10）、子（8） 約２９０万円 

５人 父（41）、母（36）、子（10）、子（8）、子（5） 約３３０万円 

      ※控除後の世帯合計所得額は個々の控除額によって変わります。 

      ※年齢や世帯人数により生活扶助費基準額は変わります。 
  

 Q 認定の結果について電話で知りたい。 

 A 電話でお答えすることはできません。書面での通知となります。 
 

Q 年度途中で申請しても良いか。 

 A 年度途中でも随時申請を受け付けています。年度途中の認定になった場合は、認定月以降の支給となり 

ます。 


